
































































































































































































































































































































































































































































































































期　　幾 年平均増加率（％） 期　　間 年平均増加率（％）
1988－2000
2000－2010
2010－2020
　O．　54
－O．　20
－O，　07
　O．　65
－O．　12
－O．　10
　O．　37
－O．　33
－O．　02
1988－2000
2000－2010
2010－2020
　O．　99
－O．　07
－O．　Ol
　L　18
　0．　14
－O．　03
　O．　69
－O．　24
　0．　03
（資料）　厚生省人口問題研究所r日本の将来推計
　　　人ロー一昭和61年12月推計』研究資料第
　　　244号，1987年；総務庁統計局，労働力調
　　　査。
（注）　1988年の男女年齢別労働力率を不変と仮定
　　して推計。
（資料）表8に同じ。
（注）　男女年齢別学働力率について，1964～88年
　　の間に最高を記録した年次の値を2000《・20年
置　に適用して推計。
表9労働力人口の年齢構造予測：低位推計
　　　　　　　（1988－2020年）
表10労働力人口の年齢構造予測：高位推計
　　　　　　　　（1988－2020年）
性・年齢階級
男　子
　15～29歳
　30nv44
　45rw　59
　60歳以上
　総　数
女　子
　15～29歳
　30創44
　45tw　59
　60歳以上
　総　数
総数
　15～29歳
　30N44
　45”hv　59
　60歳以上
　総　数
??
合（％）
Il．gss　1　2000　1　2010　1　2020性・年齢階級
21．　0
37．　0
31．　O
IL　0
100．　0
24．　8
34．　1
30．　7
10．　4
100．　0
22．　6
35．　8
30．　9
10．　7
100．　0
21．　7
30．　6
33．　1
14．　7
100．　0
25．　1
28．　1
33．　4
13．　3
ユ00，0
23．　0
29．　7
33．　2
14．　1
100．　0
17．　5
34．　2
29．　0
19．　3
100．　0
21．　2
32．　0
29．　4
17．　4
100．　0
18．　9
33．　4
29．　1
18．　6
100．　0
19．　7
29．　0
32．　1
19．　2
100．　0
24．　0
27．　1
32．　O
IZ　O
ユ00．0
21．　4
28．　2
32．　1
18．　3
100．　0
男　子
　ユ5～29歳
　30N44
　45t’v59
　60歳以上
　総　　男
女　子
　15～29歳
　30rw　44
　45－59
　60歳以上
　総　数
総　数
　15～29歳
　30t一一44
　45－59
　60歳以上
　総　数
U?? 合（％）
lgss　1　2000　1　2010　1　2020
21．　0
37．　0
31．　0
11．　0
100．　0
24．　8
34．　1
30．　7
10．　4
100．　0
22．　6
35．　8
30．　9
10．　7
100．　0
20．　5
29．　0
31．　3
エ9，2
ユ00．0
24．　2
27．　4
37．　3
16．　1
100．　0
21．　9
28．　4
31．　7
18．　0
100．　0
ユ6．3
31．　9
26．　9
24．　8
100．　0
20．　2
30．　9
28．　1
20，　8
100．　0
17．　8
31，　5
27．　4
23，　3
100．　0
18．　2
26．　9
29．　7
25．　2
100．　0
22，　8
25．　9
30．　5
20．　8
100．　0
20．　0
26．　5
30．　0
23．　5
ユ00．0
（資料）　（注）表7に同じ。 （資料）　（注）表7および表8に同じ。
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ら上昇し続けてきたが，これも上限に接近しつつある。したがって，諸般の事情が大きく変わら
ない限り，年二三労働力率は当分の間現在の水準から大きくは乖離しないであろうと考えられる。
　第2は，年三三労働力率について過去の最高値を用いるという仮定である。過去の実績を考慮
して，労働供給余力がどれほど残されているかを判断するための一手段である。ただし，高学歴
化の趨勢は今後も変わりそうにないので，若年層の労働力率だけは現在の値を適用し，他は
1964～88年におけるピーク値を用いる。その結果は，専ら中高年層の大幅な増加となって現れる。
というのは，もう一つの余力源泉である成人女子の労働力率が多くの年齢層で最：近年に過去最高
を記録しており，その上昇効果がほとんど期待できないためである。
　この二つの仮定にもとつく労働力人口の予測結果は表7と表8にまとめられている。予測期間
は，労働需要の場合と同じく1990・》2020年である。第ユの仮定に立つ予測は低位推計，第2のそ
れは高位推計と呼ばれ，30年後には両者間に数百万もの差が生まれる。しかし，趨勢的にこの二
つは共通した結果を与えている。すなわち労働力人口は，今世紀中はともかくも増加を続けるが，
来世紀に入ると減少に転ずる。もちろん高位推計の方が，増加率は大きく，減少率は小さいが，
いずれにせよ近い将来に労働力が減少に向かうという見通しはきわめて確実だといってよい。
図5　労働力人口の構造変動（1988年・2010年）
2010年（低）
、　　　　　　、@、　　　　　　　、@＼、＼＼
@　　　｝♪　　　　」
@　　　、1
65歳以上
U0－64歳
T5－59
T0－54
＼，／／，／＼
秩@2010年（高
@、
男　　〃 45－49 ＼　女
，ろノ
^／ 40－44
、?
（??、?????
35－39
R0－34
Q5－29
　　麦ノ　1988年
???
＼、　’＼　　ミさ＼　　　　妖、
20－24
P5－19
　　　　N　　ρ4r二’
m雪・〆三’
　　15　10　5　O（O／o）O　5　10　15
　　（資料）　1988年：労働力調査。2010年は推計値。
差の方がはるかに大きいことに注意したい。
　この大変化と並行して，労働力人
口はさらに高齢化の度合いを強めて
いくであろう。表9と表ユ0に明らか
なように，予測期間最後の2020年
に．45歳以上の中高年労働力が過半
数を占めるようになるという結果は
非常に印象的である。仮定の当然の
帰結として，高位推計の方が著しい
高齢化水準に達するが，図5で見る
ように，2010年における高位と低位
の違いよりも，それらと1988年との
　上記二つの仮定のうち，実際の労働力入口がいずれの経路をたどるようになるかを判断するこ
とはむずかしいが，高位推計は過去の趨勢とは逆に，高齢者の就業率を大幅に高めようとするも
のであるから，実現の可能性はやや低いように思える。したがって，どちらかといえば低位推計
がより尤もらしい数値を与えているといえようである。
　ところで，勢働二人口のすべてが労働市場で雇用され，生産過程に参加できるわけではない。
少なくとも完全雇用下で存在しうる摩擦的失業を考慮に入れる必要がある。逆にいえぽ，摩擦的
失業以外の失業はこの際考えないことにする。いま労働力人口から摩擦的失業を控除した残余を
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有効労働供給，これと労働力人口との比を有効供給係数と呼ぶことにしよう。
　次に，摩擦的失業は雇用者にのみかかわるので，今後の雇用者比率（雇用者／就業者）を想定
しなけれぽならない。これについて，2000年の率は1973～88年のトレンドを直線補外したが，や
がては雇用者比率も頭打ちになるので，2010～20年はそのトレンドを2分の1の勾配に緩めて推
計した。
以上の仮定にもとづいて，有効労働供給は次のようにして計算される。
EL＝α五F
ただし，ELは有効労働供給，　LFは労働力人口，そしてαは有効供給係数である。さらに，
EEを雇用者，　EDを就業者，そしてFUを摩擦的失業とすれぽ，αは
　　　　EEcr　＝1－
　　　　ED
　FUり　　　　EE
によって与えられる。ここで，EE／　EDは雇用者比率，　F　U／EEは摩擦的雇用失業率である。前
述のように，摩擦的雇用失業率は経験的に3％程度であるから，将来にわたってもこの率を一律
表fl労働力人口と有効労働供給（1988～2020年）
（万人）
性・年次
男　子
　　1988
　　2000
　　2010
　　2020
女　子
　　1988
　　2000
　　2010
　　2020
総　数
　　1988
　　2000
　　2010
　　2020
労働力人口
離推論低雌計
　　3，　693
4，2521　3，990
4，268　1　3，944
4，2571　3，905
　　2，　473
2，6841　2，585
2，621　1　2，501
2，628　1　2，495
　　6，　166
6，　936
6，　889
6，　885
6，　575
6，　445
6，　400
有効供給
係　数1）
．　9761
．　9750
．　9746
．　9741
．　9792
．　9766
．　9756
．　9745
．9775
．　9756
．　9750
．　9743
有効労働供給
離推三三雌計
　　3，　60s2）
4，　146
4，　160
4，　147
3，　890
3，　844
3，　804
　　2，　4223）
2，　621
2，　557
2，　561
2，　525
2，　440
2，　431
　　6，　0274）
6，　767
6，　717
6，　708
6，　415
6，　284
6，　235
（資料）表7および表8。
（注）　1）　有効供給係mu　＝1一（雇用者比率×摩擦的雇用失業率）
　　　　　なお，摩擦的雇用失業率＝3．0％と仮定。また，2000年の雇用者比率
　　　　（雇用者数／就業者数）は1973～88年のトレンドを直線補外して推計。2010
　　　　～20年はそのトレンドを1／2の勾配で直線補外して推計した。
　　　2）就業者数（労調ベース）は3，　602万人。
　　　3）就業者数（同上）は2，408万人。
　　　4）就業者数（同上）は6，　011万人。
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に適用することにしよう。
　表11には，このようにして推計された高低2通りの有効労働供給が1988（・20年について掲げら
れている。有効供給係数がゆるやかに低下する結果，有効労働供給の伸びは労働力人口よりも一
段と小さくなり，21世紀における減少率はより大きくなる。
5．労働の需給パラソスと外国人労働力
　現在の労働力不足はまだ一部の産業や中小企業に限られている上，仮需要の増大によるところ
も大きいと思われるが，不足現象は今後次第に全産業に広がり，来世紀にはきわめて深刻な事態
の発生が予想される。そのことは，これまでに行ってきた労働需要と有効労働供給の予測値を突
き合わせた表12によって明らかとなる。需給の双方についてそれぞれ2通りの推計がなされたの
で，両者の組み合わせば次の4通りになる。
　第1は，労働需要が大きく，労働供給の小さい場合であって，もっとも激しい労働力不足が生
ずるケースである。今世紀末から早くも百万のオーダーで絶対的な不足が現れ，期末には実に
1，600万もの多きに達する。第2は需要，供給ともに大きい場合であるが，需給がバランスする
のは21世紀初頭までであって，その後は数百万から1千万以上もの大きな不足が生ずることにな
る。
　後の二つは労働需要の小さい場合であり，不足は前2者に比べるとかなり緩和される。もっと
も，労働供給が少なければ，それだけ不足は大きく，やはり数百万に達するであろう。労働供給
が高位推計の場合には，2010年まで需給のパラソスは保たれ，期末に現れる不足も百数十万にと
どまる。
表i2労働需給バランスの予測（2000～20年）
（万人）
年　次
2000
2010
2020
2000
2010
2020
労働供給
労　働　需　要
高位［低位
需給バランス1）
高位睡位
不足率2）（％）
高位睡位
有効労働供給：低位推計
　6，415　1　6，717
　6，284　］　7，275
　6，235　1　7，835
6，　345
6，　599
6，　843
　A302
　A991
Al，　600
　70
A315
A608
　4．　7
A15．　8
A25．　7
Ll
A5，　O
A9．　8
有効労働供給：高位推計
　6，767　1　6，717
　6，717　1　7，275
　6，708　1　7，835
6，　345
6，　599
6，　843
　　50
　A558
Al，　127
422
118
A135
　O．　7
A8．　3
“16s　8
6．　2
1．　8
A2．　0
（資料）表6および表11。
（注）　1）　△はマイナス，すなわち労働力不足を表す。
　　2）　労働供給に対する百分率。
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　それでは，これら四つのケーースのうち，どれがもっともありそうな組み合わせなのであろうか。
それについてはすでに，労働需要は高位推計，労働供給は低位推計が比較的に妥当なものであろ
うとの判断を示し，その根拠を明らかにした。それはまさに第1のケースであって，早くから非
常に激しい労働力不足が発生することになる。しかしながら，その予測のように300万とか1，600
万というような不足が実際に現れることはまずありえない。現実にはこれほど大量の不足が堆積
する前に，労働市場で賃金をパラメーターとする需給の微調i整が頻繁に行われるにちがいない。
完全な均衡化はむずかしいとしても，需要の縮小か供給の増大，おそらくはその双方が同時に起
こって，この不足は最小限に抑えられよう。また，ここでは労働時間がまったく考慮されていな
いので，その面での調整が行われる可能性も残されている。
　労働需要の縮小は，経済成長率の減速および（または）雇用弾力性の低下によって起こる。前
者の意味は自明であるが，国民の払う犠牲は大きく，いまや世界経済におよぼす影響も決して小
さくない。本稿で想定した年平均3％台の成長率をさらに低めるという選択は，当面国際的にも
受け入れがたいものであろう。後者の変化も同様に，実際上かなりの困難を伴う。前述のように，
それは労働節約的な方向への産業構造調整を進めることに他ならないが，現今のサービス経済化
はむしろその逆の流れを指向しているからである。しかし，サービス部門での省力化に向けた技
術革新が今後否応なしに進行して，経済成長のパターンを多少とも変化させる可能性は十分にあ
る。
　他方，労働供給の一層の増大も決して容易ではない。その高位推計は，ほとんど限界を越える
ほどに高齢者を動員するものであるから，国内の供給余力はもはや成年女子だけにしか残されて
いない。先に，その労働力率が現在多くの年齢層で過去の最高水準にあることを見たが，これは
必ずしもそれ以上に上がらないことを意味しない。したがって，ここにはなお多少の余力がある
ので，高位推計を上回る労働供給はある程度期待できる。けれども，それには重大な副作用が伴
うことに留意しなければならない。成年女子，とりわけ20《・34歳あたりの女子を労働市場に駆り
出した場合，それは出生力に対して明白な負の効果を持ち，ただでさえ低い出生力をさらに低め
てしまう危険性がある（［2］）。
　最近，労働供給を補うもう一つの道が模索され始めた。外国人労働者の導入を促そうとする動
きである。現在でも技能労働者を雇用することは公に認められているが，単純労働の受け入れば
許可されていない。しかし，研修生などの名目で外国籍の単純労働者を雇うことは事実上一般化
していて，いわゆる不法就労者の数はすでに十数取入に達すると推定されている。いうまでもな
く，こうした実態を放置するのは法治国家として望ましいことではないが，国内の労働力不足は
きわめて深刻であり，今後の労働供給余力も小さいとすれぽ，一部の企業が外国人労働力に活路
を求めようとするのは，経済原則から見ると当然であるかのように思える。また，アジアの経済
大国としてわが国がこれを受け入れるのは当然の責務だとする議論もある（［4］［6］［7］）。
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表13所得格差と人口圧力：アジア諸国（1987年）
? ?
バングラデシュ
不　ハ　　一　ル
ラ　　オ　　ス
中　　　　国
イ　　ン　　ド
パキスタン
スリ・ランカ
インドネシア
ヴェ　トナム
ブ　イ　リ　ビン
タ　　　　　イ
マ　レ’一　シア
韓　　　　国
シンガポール
香　　　　港
日　　　　本
1人当たりGNP（米ドル）
160
ユ60
170
290
300
350
400
450
　590
　850
1，　810
2，　690
7，　940
8，　0703）
15，　760
相対所得1）
1．　0
1．　O
Ll
L8
1．　9
2．　2
2．　5
2．　8
3．　7
5．　3
11．　3
16．　8
49．　6
50．　4
98．　5
人口密度
（人／km2）
　737
　125
　16
　112
　243
　129
　248
　90
　197
　195
　104
　50
　430
　433
5，　600
　323
???????? （?
????????????????
?????????
????
都市人口
成長率2）
　（o／o）
????????
（資料）World　Bank，　World　Development　Report　1989，　New　York，1989．
（注）　1）　バングラデシュの1人当たりGNPを1．0とする指数。
　　2）　1980－87年の年平均成長率。
　　3）　1人当たりGDP。
表14　アジア諸国の将来人口（1987’》2025年）
? ?
バングラデシュ
ネ　パ　一　ル
ラ　　オ　　ス
中　　　　国
イ　　ン　　ド
パキスタ　ソ
スリ・ランカ
インドネシア
ヴェ　トナム
ブイ　リ　ビン
タ　　　　　イ
マ　レー　シア
韓　　　　国
シンガポール
香　　　　港
日　　　　本
総人口（100万）
1987
　106
　18
　4
ユ，069
　798
　102
　ユ6
　171
　65
　58
　54
　17
　42
　3
　6
　工22
2000
　ユ44
　24
　5
ユ，269
1，　OIO
　156
　19
　214
　88
　74
　65
　22
　48
　3
　6
　128
2025
　2ユ7
　37
　8
1，　528
1，　365
　286
　23
　279
　127
　101
　82
　30
　56
　3
　7
　125
人口成長
率1）（％）
1987－2000
??????????
???????????
???????
（資料）　表13に同じ。
（注）　1）　年平均成長率。
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　一方，周辺諸国には全般的な過剰労働力があり，都市を中心に貧困と失業・不完全就業が広が
っている。わが国との所得格差も，アジアNIESですら2倍から7倍に上り，中国や南アジア
の国々とは50倍から100倍にもおよんでいる（表13）。また，若干の例外を除いて，これらの国々
の出生力水準は依然として高く，人口の都市集中も進んでおり，そこからの人口流出圧力がきわ
めて強く，今後も容易に衰えそうにはないことを示唆している（表14）。
6．　結び一一外国入労働者導入の枠組み
　こうした状況の中で，外国人単純労働者を受け入れるための制度的な枠組みを整備しようとす
る動きがにわかに表面化してきた（［3］［8］［9］）。その制度化については，法務省や労働省などが
2，3年前から取り組んできたが，1989年夏に相次いだボート・ピープルの漂着，あるいは“経
済難民”騒ぎが論議を一気に大衆化させた。政府の対応はいまのところ従前の方針を確認，強化
するにとどまっているが，規制を強めるだけでは却って不法就労を増大させたり，一層潜在化さ
せる恐れがある。また，応分の責任を果たさなければ，近隣諸国の反感を招きかねないという議
論もある。こうした配慮から，各方面で外国人労働者受け入れの枠組みが提示されているが，い
ずれもヨーPッパの苦い経験に鑑みて，かなりきびしい数々の条件を付している。たとえぽ，政
府間協定の締結，雇用条件（賃金，労働時間，各種保険など）の均等化，国別就労者数と就労期
限の制限，技能研修・技能認定制度，帰国奨励基金制度の創設等々であるが（［5］），それらの制
度や条件の多くはこれまでにヨーロッパ各国で試みられたものであり，しかもほとんどがすでに
失敗したか，あるいは効果に疑問があると考えられている（［4］）。
　国際化の流れは，商品市場，金融市場に続いて，いまや労働市場にも押し寄せようとしている。
むしろ実態ははるかに先行し，法的措置が後追いになっている。経済的に貧しい国々の労働者を
受け入れるのも経済大国日本の責任だという考え方もあろうが，動くのはこれまでのような物や
金ではなく，自らの意思を持った人間である。不況で要らなくなったからといって，簡単に追い
返すわけにはいかない。つまり，外国人労働者を景気変動のショック・アブソーバーとして利用
することは許されないのである。安易な人道主義にもとづいて，十分な準備なしに単純労働者の
受け入れを認めれば，たとえ条件つきあるいは部分的にではあっても，実際上日本への止め処な
い人口流入を引き起こすにちがいない。いわゆる開国論，鎖国論という単純な二分法はあまり意
味を持たないが，いずれにせよ労働力不足の解消だけを目的として開国を急ぐならば，悔いを千
載に残すことになるであろう。この問題については，感情論に陥ることなく，長期的視野に立つ
とともに，ヨーPッパの経験に学んで，各界が慎重かつ冷静に対処することが望まれる。
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